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 4．鋳造・後加工・組付けの現場にみる IT活用 
 　4.1　鋳造の現場 
 　　4.1.1　熟練技能と新技術の融合に取り組む中堅メーカー TM社 
 　　4.1.2　ITを基軸とした革新的鋳造システムづくりに取り組みKI社 
























































































































































































 　・4人～ 10人未満 ：1,675（1990年）?590（2010年）　　 ↑▲64.4％ 
 　・10人以上～ 50人未満 ：1,357（1990年）?795（2010年）増減率▲41.4％ 
 　・50人以上～ 100人未満 ：    144（1990年）?121（2010年）増減率▲16.0％ 
 　・100人以上～ 500人未満 ：    144（1990年）?121（2010年）増減率▲16.0％ 
 　・500人以上～ 1,000人未満 ：        6（1990年）????4（2010年）増減率▲33.3％ 
 　・1,000人以上 ：        2（1990年）??   2（2010年）　　　　　0.0％ 
 【従業員数】76,607人（1990年）?45,392人（2010年）▲35.7％ 




























































































































 　受注から納入までの全工程に ITを活用している。その流れを図 ― 3に示したが，その特徴を次
に説明する。 














 　 ③［模型製作］ ：設計された模型は，その3DデータにもとづいてCAM化され全自動加工機に
より，切断・切削加工されていく。加工終了後は3次元形状測定器により寸法計測される。そし
て，女性作業員により各部品が組み付け，接着されて模型完成となる。この一連の業務プロセス


































































































































































































































































































 　・CNC加工：16社 /28社 




























































































































































































































 ・ 設置台数：Min. 2台（複数技能者の同時並行作業を考慮すると複数部品の並行同時製作が必要
であり，複数台数の設置が必要） 
 ③ ［技術］ ：IT技術に関しては新しい知識と経験が必要である。具体的な対応策としては，専門
技術者の新規採用や若手従業員の再教育が考えられる。 
 　インタビュー訪問で工作機械ベッド用鋳物木型製作の専門メーカーの経営者が語った「3次
元CAD/CAM」非活用の理由・背景を整理して先に述べた。この経営者達の語った「3次元CAD/
CAM」非活用の理由・背景は，経営学的には論理的であると考えられる。そこで，この認識を
踏まえて，調査した他の3社の経営者達は，この3つの課題をどのように考え，解決しているか
を改めて整理し，次に述べる。 
 　①［業務内容］の視点では，直線加工が大部分を占める工作機械ベッド用鋳物木型製作におい
ては，生産性の視点からは自動工作機械の必要性は小，の答えが導かれるだろう。しかし，コス
トの視点からは，自動加工機（NCルーター）の24H稼働は，大幅な作業効率改善とコスト低減
を生み出す。その一方で，その24H稼働は大幅な作業効率改善とともに新たな経営上の課題を生
み出す。それは，新規受注が無ければ，作業効率向上により機械と作業者の手空き時間の発生に
直結する，という課題である。 
 　この課題を，他の3社つまりKW社・NW社・WI社は，検査ゲージ・試作ZAS型用模型・ベッ
ド以外鋳物模型などの新規市場開拓で解決している。つまり，「3次元CAD/CAM」の活用のため
には，新規市場開発という未知の領域への挑戦が必要であり，またその挑戦が売り上げ拡大にも
つながっていく，という構図が見えてくるのである。 
 　②［投資＆設置必要面積］と③［技術］の視点も重要であるが，個別の解決策での対応が主体
であり，ここでの詳細説明は省く。ただし，模型製作企業は従業員10人以下の，いわゆる小企
業である。したがって，③［技術］に関しての経営者諸氏へのインタビューから見えてきたのは，
経営者の年齢による IT技術への関心度，親密度の違い，さらには後継者の有無などが，その経
営判断を大きく左右している，と推測されることである。新しい経営環境，特に革新的な新技術
が登場した場合の，個人企業ともいえる中小企業ならではの共通する課題とも言える。 
 　つまり，汎用サービス商品である3次元CAD/CAMシステムを，いかに「自企業製品にカスタ
マイズして活用していくか」という視点が企業間競争力としての重要ポイントとなっている，こ
とを明らかにしているケースと考えられる。 
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 6.2　解析シミュレーション 
 　解析シミュレーションは鋳造，後加工・総組付けの4社ともに導入している。しかし，その活
用程度・領域には大きな違いがみられる。その相違点は次の2点である。一つは，適用製品の範
囲である。KI社，JT社，HK社の3社は原則的に全製品に適用している。また，その適用基準も
文書にて明確化されている。逆に，TM社では，その最終判断は熟練技能者に任されており，そ
の判断基準も文書化されておらず明確ではない。 
 　二つは，解析シミュレーションでの計算結果と実製品による実物確認結果との比較検証，結果
の違いの技術的検証とシミュレーション・ソフトへの反映，の確認サイクルの実施の有無である。
特に，解析シミュレーションの精度向上のためには，二番目にあげた確認サイクルの仕組みづく
りと確実な運用管理が非常に重要である。その理由を次に簡単に説明する。 
 　CAEの基本ソフトは，NASAで開発された基本技術をベースにして豊富な経験と優秀な科学者，
技術者を採用しているCAE専門メーカーが作成し全世界に向けて販売している汎用ソフトが一
般的である。したがって汎用性は高いが，CAEを高精度で有効に活用していくためには，各企
業において個々の製品への技術的カスタマイズが不可欠である。つまり，各個別製品毎にCAE
での計算結果と実製品による実験結果との比較検証，結果の違いの技術的検証とソフトへの反映
などが必要となるのである。 
 　この条件を工作機械用ベッドなどの少量生産かつ大型鋳物に当てはめると，技術力，人員対応
力など製品ごとのカスタマイズの難しさが容易に理解できるのではないだろうか。この難問に対
して JT社は新製品工程設計と品質問題解決の両面作戦で徹底して対応していると考えられる。 
 　「ものづくり」事業において品質不良対策は，鋳物製造を含めてコスト，デリバリー，そして
顧客信頼度の点からも最重要課題の一つである。この課題解決にCAEを活用することは，その
効果や信頼度などの多くの点から社内外の関心を集めることにもつながる。つまり，CAE活用
のための関連技術の進歩や業務推進の仕組みの改善をもたらすことにつながっていくと考えられ
る。さらに，この解析を同社は現場経験技能者の中から選抜して技術者として再教育し担当させ
ている点にも特徴がみられる。 
 　以上に述べてきたように，解析シミュレーションという ITサービスの能力を最大限に発揮さ
せ競争力に結び付けるためには，自社製品・技術・技能へのカスタマイズが必要条件となる。つ
まり，汎用サービス商品である IT解析シミュレーションを，いかに「自社製品にカスタマイズ
して活用していくか」が企業間競争力としての重要ポイントとなっていることを見逃してはなら
ないことを強調しておきたい。 
 6.3　技能の技術化（形式知化など） 
 　TM社では技能の技術化の動きは見られず，また経営者の認識も感じられなかった。 
 　むしろ，技能は熟練技能者に任せる，熟練技能領域は経営者でも不可侵領域である，の考え方
が経営の柱にあると推察される。言葉を換えれば，経営者が熟練技能者であった創業時の考え方
が強く残り，技能の技術化の発想は生まれない，許されない，の考え方が現在も色濃く残ってい
鋳造産業にみる「ものづくり」熟練技能と IT活用の諸相
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ると考えられる。 
 　しかし，他の3社であるKI社，JT社，HK社は重点施策として全社をあげての取り組みが行わ
れている。具体的な技術・技能の内容は各社の企業秘密に該当するため，聞き取りはできていな
い。しかし，各社の文書化された技術規定類には，鋳造における重要点は全て網羅できていると
の説明であった。例えば，模型では，木型の構造，抜き勾配や，型割り，材質までを含む。さら
に鋳造法案である湯道法案，押湯法案までも規定され文書化されている，とのことであった。 
 　さらに，HK社では熟練技能作業の中でも高難易度に位置付けられる「きさげ加工」の技術化
への取り組みが行われている。その詳しい取り組み内容は，4.2.1にて述べた。ポイントは汎用
IT技術であるビデオ撮影と作業動作の理論的分析，そして技能者への聞き込み，から構成され
ており，研究手法としては一般的に良く知られた手法である。 
 　ここでも汎用サービス商品である IT機器，画像分析ソフトを巧みに利用して，いかに「自社
製品にカスタマイズして活用していくか」の行動と考え方がみられる。この行動と考え方が企業
間競争力としての重要ポイントとなっていることを見逃してはならない。つまり，「ものづくり」
とは，「もの」の情報を設計が創造し，製造にてその情報を「もの」として形に作りあげる，と
言われてきた。IT技術が進展した現在社会においても，その基本的な流れは変わらない。 
 　しかし，設計領域にも製造領域にも IT技術で生み出された，様々な仕組み，すなわちサービ
スが登場し，そのサービスの活用の仕方が企業競争力を大きく左右する位置にまで経営的重要性
を高めている。つまり，「もの」と「サービス」の融合化をどのように進めていくか，が競争力
を左右すると言えるのではないだろうか。 
 7．おわりに 
 　本研究の目的は，日本の「ものづくり」産業が長年にわたり築き上げてきた国際競争力の源泉
の1つである熟練技能を，次世代の「IoT」技術社会において，どのように生かしていくべきか
を様々な視点から眺め，課題を浮かび上がらせることにある。 
 　そのために，日本の「ものづくり」の中でも伝統的な職人技能を色濃く残す産業と言われる「鋳
物づくり」を取り上げ，様々な ITの仕組みと，日本の「ものづくり」国際競争力を支えてきた
熟練技能との関係を，企業訪問活動を中心に現場調査した。 
 　現場訪問調査により見えてきた事実をまとめると，① IT活用は進んでいるが，企業による違
いが大きい，②企業特性に応じた汎用 ITサービスの個別活用化推進が課題である，の2点である。
そして，このことは「設計とサービス（IT）の融合化」と言い表せるのではないだろうか。つまり，
「ものづくり」においては設計と製造が2大要素であったが，この2要素それぞれに ITの仕組み（汎
用サービス）を融合化させて，個別最適（製品別or企業別など）な仕組みを作り上げることが，
企業競争力の視点から非常に重要な課題となってきているという事実である。言葉を換えれば，
ITシステムという非常に進歩の早い，そして他とのネットワークづくりがポイントという革新的
な技術を自社に個別最適させることが重要課題となってきている，と言えるのではないだろうか。 
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 　そして，大企業であれば，この事実をしっかりと認識し，その目的達成のために専門技術者を
採用して各領域の専門家を集めた組織を構成し活動させている。また，その専門チームが社外の
動向を常に注視し，必要であれば社外組織との連携や個別依頼を行う，などの行動の計画・実行
が可能である。また，その活動に必要な資金調達も容易であると推測される。しかし，これらの
活動は，中小企業にとっては非常に難易度の高い課題であることは言うまでもない。日本の産業
構造調査によれば，企業数では中小企業が99.7％で380.9万社 23）を占めている。 
 　本研究からは，企業数で大部分を占める中小企業が，グローバルに押し寄せる IT化の波の中
で悪戦苦闘を強いられている姿が見えてくる。厳しい資金のやりくりの中で汎用 ITサービスを
導入し，販売元が推奨する利用方法に沿って，どうにか運用している状況，と言っても言い過ぎ
ではないと言える。この事実を踏まえて「ものづくり」日本の将来を考えたとき，早急な「中小
企業への現場に即した IT化支援」が必要である。 
 　また，この様な課題に対する中小企業の支援組織としては，地元の大学の工学部や地方自治体
が組織する産業科学技術センターなどがあげられるが，その実態・課題などは次の研究課題とし
て取り上げていきたい。 
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